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COVID-19 感染拡大に伴い，緊急事態宣言等による外出自粛の要請や Go To トラベルキャンペーン等の

経済対策が実施された．これらの施策は，人々の行動や経済活動に大きな影響を及ぼしている．今後は，

感染拡大防止と経済対策のバランスの取れた持続可能な自粛行動の確立が求められる． そのためには，都

市空間の特性による人々の行動変容の把握が重要となる． 

本研究では，人口およそ 10～30 万人の北海道地方都市を対象に，建物用途属性毎の人口動態の影響を

確認する．具体的にはモバイル空間統計の滞在人口分布と都市計画基礎調査の建物データを活用し，建物

用途分類毎に重回帰分析を行うことで，建物用途分類別のメッシュ滞在人口に与えた時系列的影響を確認

する．これにより，COVID-19感染拡大が北海道地方都市の人々の活動に及ぼした影響を評価する． 
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1． はじめに 

 

2019年末から急速に感染が拡大した新型コロナウイル

ス(以下，COVID-19)感染症は，2019 年に急速に世界中

に広がり，21 世紀における最も危険なパンデミックの

一つとなった．2021 年 9 月 28 日現在，世界全体の累計

感染者数は 2 億 3 千万人以上に達し，475 万人以上の命

が奪われた 1)．COVID-19の感染拡大を受け，日本政府は

2020年 4月に全国規模の緊急事態宣言を発令し，外出自

粛要請や新しい生活様式の提唱を行った．これらはコミ

ュニティ間の接触頻度を低下させ感染拡大を防ぐという

意味では効果的であったが，同時に経済活動に大きな影

響を及ぼした．政府は落ち込んだ経済を立て直す施策と

して，2020年7月 22日からGo To トラベル事業の運用を

開始したが，11 月末から再び感染者数が増加したこと

から，同年 12月 28日より一時停止となった．翌年 2021

年も COVID-19 の感染拡大は収まらず，感染リスクの高

い地域に絞った形での緊急事態宣言やまん延防止等重点

措置が発令され，感染防止措置区域への往来や不要不急

の外出，飲食店等への休業・時短営業等の自粛要請の措

置がとられた．昨今の COVID-19 の感染拡大は人々の行

動や経済活動に大きな影響を及ぼしている．今後は，感

染拡大防止と経済対策のバランスの取れた持続可能な自

粛行動の確立が求められている． 

 

 

2． 既存研究の整理と本研究の目的 

 

今後のポストコロナ社会の施策の方向性を導き出すた

めの基盤情報として，都市における様々なアプローチの

分析が試みられている． 

Arimura.et.al の先行研究 2)では，携帯電話網の位置情報デ

ータを活用したモバイル空間統計 3)を用い，札幌市にお

ける 500 mメッシュ別人口動態を曜日や非常時などの時

期毎に推計し，人口の増減率を示した．また，高田らの

先行研究 4)では，各ゾーンに内在する建物用途別の人口

密度が接触頻度にどの程度影響を及ぼすのかパーソント

リップ調査と都市計画基礎調査を用いて推計を行った．

これらの分析は，メッシュ全体の滞在人口で集計するこ

とによる空間解像度の低下という課題に対し，建物の詳
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細な属性を含む都市計画基礎調査を使用することで，建

物種類の特性によって変化する人口密度・接触頻度が及

ぼす影響の評価を行った．しかし，パーソントリップ調

査では COVID-19 感染拡大時の月や曜日毎での人口密度

及び建物用途別接触頻度を推計できていなかった．奥村

らの先行研究 5)では，北海道札幌市を対象にモバイル空

間統計と都市計画基礎調査を用い，2020年の感染拡大期

から昨今までのより詳細な時間帯建物用途別の人口密度

と接触頻度の推計を行った．一方で，集団感染の発生事

例，場所によっても札幌市と北海道地方都市で差がみら

れ 6), 7), 8)，感染者の発生状況は都市の構造や人流パターン，

建物用途属性別の滞在人口によって異なる．従って，

COVID-19 感染拡大における人々の行動変容を把握する

ためには，札幌市のほかに観光都市や工業都市等の特徴

のある地方都市に着目した分析を行う必要がある． 

 そこで本研究の目的は，モバイル空間統計による滞在

人口分布と個々の詳細な属性データを含む都市計画基礎

調査を活用し，北海道地方都市における建物用途毎の人

口動態の影響を評価する．対象期間は COVID-19 感染拡

大前である 2019年 1月 1日から 2021年 3月 31日まで，

対象都市を観光や工業都市等の特徴のある旭川市，函館

市，苫小牧市の 3都市とした．これらの都市において，

建物用途分類別のメッシュ滞在人口に与えた時系列的影

響を確認するため，メッシュ内における滞在人口を目的

変数，各メッシュにおける建物用途別延床面積を説明変

数として重回帰分析を行った．これにより，メッシュ内

の人口推移のみならず建物用途属性を考慮した人々の行

動変容を把握することが可能となる． 

 

 

3． データの概要 

 

本研究では，対象都市におけるモバイル空間統計の時

間帯別滞在人口と都市計画基礎調査の建物用途別延床面

積を集計して活用した．以下にデータの概要を示す． 

 

(1) モバイル空間統計 

モバイル空間統計とは，NTT Docomo の携帯電話ネッ

トワークの運用データから拡大推計された人口統計であ

る，あるエリアに滞在する人口を24時間365日，性別，

年代，居住地を含む様々な条件のもとでの情報の取得が

可能である．これらの統計データを活用した観光分析や

まちづくり，防災計画等あらゆる分野からの報告が挙げ

られている． 

本研究ではCOVID-19感染拡大前の 2019年 1月 1日か

ら 20201年 3月 31日までを集計期間とし，粒度は 500 m

メッシュ，居住地等の属性は考慮しない総人口データを

活用した． 

 

(2) 都市計画基礎調査データ 

都市計画基礎調査とは，人口，産業，土地利用，建物，

交通などのデータを記録し，都市計画の運用を行うため

の基礎となるものである．建物利用状況の項目では個々

の建物に関する用途，階数，構造，延床面積，築年数等

の属性がまとめられている． 

本研究では，旭川市，函館市，苫小牧市 3都市におい

て，平成 27 年度版の「都市計画基礎調査」を使用した．

建物用途分類に関しては全 34 種に分類されているとこ

ろ，都市計画基礎調査実施要領の建物用途分類表に則り，

表-1 に示す 7 分類：n に分けた．都市によって都市計画

基礎調査の建物用途属性から確認されなかった建物用途

分類があり，旭川市では風俗娯楽施設，厚生施設，重化

学工業施設を除く全 31 種，苫小牧市では風俗娯楽施設，

記念施設を除く全 32 種で集計を行った．該当するメッ

シュ番号：m と置いた場合，メッシュ毎に各建物の延床

面積を合計した建物用途別延床面積 x(n, m)を集計した． 

表-1 本研究における建物用途分類の集約対応 
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4． 分析手法 

 

本研究では，説明変数を建物用途別延床面積 x(n, m)とし，

目的変数を日時：t とおいたときのメッシュ滞在人口

P(t,,m)として重回帰分析を行った．ここでは，式(1)に示す

単純な重回帰モデルを用いる．tは 2019年 1月 1日から

2021 年 3 月 31日の 0時から 3時間毎に抽出した．ただ

し，本研究では北海道地方都市における日中と夜間の人

口動態を確認するため12時と21時の2断面に着目する．

分析結果から得られた式(1)より，それぞれの係数がど

の程度P(t, m)に影響を与えているのかを評価する． 

 

𝑃(𝑡,𝑚) = 𝛼(𝑡,𝑚) +∑ 𝛽(𝑛,𝑡,𝑚)𝑥(𝑛,𝑚)𝑛∈𝑁 + 𝑒(𝑡,𝑚)     (1) 

𝑒(𝑡,𝑚)~𝑁𝑜𝑚𝑎𝑙(0, 𝜎𝑡,𝑚
2 ) 

 

また決定係数 R2については，モバイル空間統計から得

られた時間帯別滞在人口の実測値と式(1)から得られた

時間帯別滞在人口の予測値の相関より求めた．各都市に

おける 12時，21時のR2の結果を表-3に示す． 

 

 

5． 分析結果 

 

旭川市，函館市，苫小牧市の重回帰分析の結果をそれ

ぞれ図-1，図-2，図-3 に示す．重回帰分析により得られ

た偏回帰係数から，建物用途別のメッシュ滞在人口 P(t, m)

に与える時系列的影響について確認する．また得られた

結果を標準化し，建物用途毎の相対的な影響力の強さに

ついても確認する．なお，結果については区間を 7日間

として移動平均をとっている．これより，北海道地方都

市の建物用途毎の人口動態の影響を評価する． 

 

(1) 3都市共通の滞在人口の変化 

まずはじめに，本研究対象都市に共通する建物用途分

類別のメッシュ滞在人口 P(t, m)への影響について確認する．

緊急事態宣言が発令された 2020年 5 月 12時の偏回帰係

数の値は，文教施設，店舗娯楽施設，専用商業施設で緊

急事態宣言発令直前よりも下がった．同期間の 3分類を

2019年 5月と比較すると，やはり緊急事態宣言下で偏回

帰係数の値が下がっている．2020 年 5 月 21 時の店舗娯

楽施設と専用商業施設についても同様に発令前と比較し

て偏回帰係数の値が下がった．標準化後でみると，これ

らの建物用途分類は緊急事態宣言下で他の建物用途分類

より相対的に値の落ち込みがあった．これより緊急事態

宣言下では，日中は文教施設，店舗娯楽施設，専用商業

施設が，夜間では店舗娯楽施設と専用商業施設がメッシ

ュ滞在人口 P(t, m)に負の影響を与えていることがわかる．

これは緊急事態宣言が発令され，教育機関や研究機関等

の一斉休校や店舗娯楽施設，専用商業施設での休業によ

る自粛の傾向がみられたと考えられる．また2020年5月

の 12時と 21時の住居施設の確認すると，偏回帰係数の

値が緊急事態宣言発令直前や 2019年の5月より高くP(t, m)

に正の影響を与えた．従って，北海道地方都市において

住居施設でのステイホームの動きがあったと推測される．

緊急事態宣言が解除された 2020年 6月の 12時では，再

び文教施設，専用商業施設，店舗娯楽施設で緊急事態宣

言下より偏回帰係数の値が増加し P(t, m)に与える影響が正

となった．このことから文教施設，専用商業施設，店舗

娯楽施設で自粛の傾向が緩和されたと推測することがで

きる．また同期間 21 時の店舗娯楽施設と専用商業施設

においても似たような自粛緩和の傾向が見られた．ただ

し店舗娯楽施設に着目すると，緊急事態宣言前ほどの係

数の値が確認されていことから，緊急事態宣言前の人々

の活動量には戻らず引き続き自粛傾向があったと考えら

れる．  

 

(2) 旭川市における滞在人口の変化 

旭川市の建物用途毎のメッシュ滞在人口 P(t, m)に与える

影響を確認する．12 時の専用商業施設および 21 時の店

舗娯楽施設は，COVID-19 感染拡大前から標準化後偏回

帰係数の値が高く，他の建物用途分類よりも P(t, m)への影

響が強くあらわれた．これは，他都市と比較しても高い

影響があることがわかる．また 2020年 10月下旬以降の

12 時の専用商業施設，21 時の店舗娯楽施設に着目する

と，偏回帰係数の値が緊急事態宣言解除後初めて下がっ

た．この時期は北海道で感染拡大が広がっており，2020

年11月7日から北海道の感染ステージが 3となった．従

って，P(t, m)に一時的に負の影響となったことから，この

期間の専用商業施設，店舗娯楽施設への利用自粛があっ

たと考えられる．  

 

(3) 函館市における滞在人口の変化 

函館市の建物用途毎のメッシュ滞在人口 P(t, m)に与える

影響を確認する．函館市の住居施設の標準化後偏回帰係

数をみると，12 時，21 時において他の建物用途分類よ

り相対的にP(t, m)に与える影響が高い．またGo To トラベ 

ルキャンペーンが開始した 2020年7月22日から 12月 28  

日の期間における 21 時の専用商業施設に着目すると，

Go To キャンペーンが開始された直後に偏回帰係数のピ

ークが複数確認された．標準化偏回帰係数をみても，同

期間の他都市よりピークが大きくあらわれた．これら複

数のピークは，7月下旬の祝日も含めた4連休，8月のお

盆期間，9 月のシルバーウィーク期間の 4 連休に相当す

る．専用商業施設は表-1の通り，会社等を含めた業務施

設と集合販売施設，宿泊施設からなるため，21 時に着

目すると一般的な勤務時間外で業務施設や集合販売施設 
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図-1 旭川市におけるメッシュ滞在人口の影響（上：12時，下：21時，左：偏回帰係数，右：標準化偏回帰係数） 

 

 

 
図-2 函館市におけるメッシュ滞在人口の影響（上：12時，下：21時，左：偏回帰係数，右：標準化偏回帰係数） 
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の影響が除かれ宿泊施設の影響が 12 時と比べてあらわ

れやすい可能性がある．よってこの期間に専用商業施設

が P(t, m)へ与える影響が高まったことから，連休中の宿泊

施設への滞在人口が増加したと推測される．北海道の感

染ステージが上がった 2020年 11月 7日以降の 21時を確

認すると，旭川市と同様宣言解除後初めて店舗娯楽施設

と専用商業施設の係数の値が下がった．COVID-19 感染

拡大による店舗娯楽施設と専用商業施設による P(t, m)への

負の影響が確認された．前述の通り夜間の専用商業施設

に宿泊施設の影響があらわれやすいと考えると，感染拡

大に伴い宿泊施設への滞在人口が減少したのではないか

と推測される．2021年 1月から発令された都市を絞った

かたちでの緊急事態宣言期間では，北海道は緊急事態宣

言措置区域の対象ではなかったものの，函館市 21 時の

専用商業施設で係数の値が下がった．前述した 10 月下

旬以降の偏回帰形数の低下よりもさらに下回っており，

他都市にはみられない傾向であった．これより二度目の

緊急事態宣言下においても宿泊施設への滞在人口が減少

したと推測される．函館市では，宿泊施設による滞在人

口の影響が他都市よりも顕著にあらわれたと考えられる． 

 

(4) 苫小牧市における滞在人口の変化 

苫小牧市の建物用途毎のメッシュ滞在人口 P(t, m)に与え

る影響を確認する．苫小牧市は函館市と同様，12時，21

時において住居施設の偏回帰係数が非常に高く P(t, m)に正

の影響を与えている．標準化後の 21 時では，住居施設

と他の建物用途属性との標準化偏回帰係数が他都市に比

べ極めて大きくかけ離れている．苫小牧市における 21

時の住居施設は，P(t, m)に与える影響が COVID-19 感染拡

大前の 2019年から既に高いことがわかる．また 21 時の

都市工業農業施設に着目すると，感染拡大前である2019

年から偏回帰係数の値が P(t, m)に対し正の影響を与えてい

る．標準化後偏回帰係数から他都市と比較しても都市工

業農業施設の P(t, m)に与える影響が大きいことが確認され

た．苫小牧市は北海道有数の産業地帯 9)であることから，

都市工業農業施設が夜間の P(t, m)に与える影響が強いと考

えられる．加えて都市工業農業施設では，日中，夜間と

もに緊急事態宣言発令下での係数低下が特に確認されな

かった．苫小牧市の都市工業農業施設では，COVID-19

感染拡大によるP(t, m)への影響がほぼ示唆されなかった． 

 

 

6． まとめ 

 

本研究では，モバイル空間統の時間帯別滞在人口分布

と都市計画基礎調査の建物データを組み合わせ重回帰分

 

 

 
図-3 苫小牧市におけるメッシュ滞在人口の影響（上：12時，下：21時，左：偏回帰係数，右：標準化偏回帰係数） 
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析を行い，建物用途分類別のメッシュ滞在人口に与える

時系列的影響を確認した．本研究の対象都市では，緊急

事態宣言下の 2020年 5月 12時で文教施設，店舗娯楽施

設，専用商業施設の時間帯別メッシュ滞在人口の負の影

響が確認された．また 21 時も同様に，店舗娯楽施設，

専用商業施設で時間帯別メッシュ滞在人口に負の影響が

あった．これらの建物用途分類ではどの都市においても

自粛の傾向があったと考えられる．同期間の日中及び夜

間での住居施設は時間帯別メッシュ滞在人口への影響が

高いことが確認された．これにより，北海道地方都市の

住居施設におけるステイホームの動きがあったと推測さ

れる．緊急事態宣言解除後は発令前ほどとはいかないも

のの，時間帯別メッシュ滞在人口に与える影響が正とな

り人々の活動が回復傾向であったと推測される．観光都

市や工業都市等の特徴がある分析対象 3都市においても，

時間帯別のメッシュ滞在人口に与える建物用途分類の影

響が異なっていたことが確認された．これより，

COVID-19 感染拡大前後での北海道地方都市における建

物用途別の人口動態の影響を評価した． 

本研究では建物用途分類 34 種（都市によって種数が

異なる）を 7 分類：n として時間帯別メッシュ滞在人口

に与える全ての建物用途属性の影響を評価した．今後は

説明変数による変数選択を行い，より時間帯別メッシュ

滞在人口への影響が高い建物用途属性に着目した北海道

地方都市における人口動態の評価を試みたい． 
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UTILIZING MOBILE SPATIAL STATISTICS POPULATION MOVEMENTS 

BY BUILDING TYPES WHEN SPREADING COVID-19 INFECTION 

:THE CASE OF THE REGIONAL CITIES IN HOKKAIDO 

 

Rei ISHIKAWA, Takumi ASADA and Mikiharu ARIMURA 

 
In response to the spread of COVID-19 infection, economic measures such as the Go To Travel 

Campaign and requests to refrain from going out of the house by declaring a state of emergency have been 

implemented. These measures have had a significant impact on people's behavior and economic activities. 

In the future, it will be necessary to establish sustainable self-restraint behavior that balances the prevention 

of the spread of infection with economic measures. For this purpose, it is important to understand the 

changes in people's behavior depending on the characteristics of urban space. 

In this study, we examine the demographic impact of each building use attribute in a regional city in 

Hokkaido with a population of approximately 100,000 to 300,000. Specifically, we use the distribution of 

the resident population from the Mobile Spatial Statistics and the building data from the Basic Survey on 

Urban Planning, and conduct multiple regression analysis for each building use category to confirm the 

time-series effects on the resident population of each building use category. In this way, we evaluate the 

impact of the spread of COVID-19 infection on the activities of people in Hokkaido's local cities. 
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